別紙様式
平成23年度当初予算　　　支出科目　款：労働費　項：労政費　目：雇用促進費
	事業名:　人材チャレンジセンター事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　商工労働部　労働雇用課　雇用対策担当　電話番号：058-272-1111（内2315）

　　　　　E-mail：c11367@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：63,301千円（前年度予算額：67,321千円）

	事業内容


	１　事業の内容


（1） 目的

　県の就職関連施策と、国（ハローワーク）による無料職業紹介機能をワンストップで提供する拠点（岐阜県人材チャレンジセンター）を整備し、国と一体的に就業対策を実施することにより、求職者の就業機会の拡大、再就職の促進を図る。
（２）内容　

岐阜県人材チャレンジセンターにおいて、年齢に関わりなく、失業者や正社員としての就労を望むフリーター等非正規雇用者に対し、カウンセリングや就職セミナー、職業訓練情報の提供、県内中小企業とのマッチング支援まで、一貫したきめ細かな就職支援サービスを提供する。

（３）岐阜県人材チャレンジセンター（愛称：ジンチャレ！）の概要
　①開設場所：岐阜県シンクタンク庁舎

　②開設日時：月～金　　　　１０：００～１９：００

　　　　　　　第２・４土曜　１０：００～１７：００

　③業務内容：求職者個々の状況に応じたキャリアカウンセリング
　　　　　　　就職ノウハウ、スキル習得のための情報提供、セミナー

　　　　　　　臨床心理士による心理的サポート

　　　　　　　県内、東京、名古屋における合同企業説明会、就職相談会

　　　　　　　
	２　所要経費


　・就職支援　　　　　　　　　52,781
　・求人求職ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ運用管理　 5,586
　・ホームページ運営管理     　2,984

　・パソコン調達機器保守管理　 1,950

· その他、「緊急雇用創出基金」を効果的に活用
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　Ⅲ 誰もが活躍できるふるさと岐阜県づくり
　　１ 若者が力を発揮できる地域をつくる
　　・若者の正規雇用化を促進する
　　３ 高齢者が生涯現役で活躍できる地域をつくる

	２　これまでの取組状況


　・厳しい雇用情勢を受け、若年者を始めとした求職者が増加し求職期間も長期化しているため、平成２１年度の岐阜県人材チャレンジセンターの総利用者数は44,972人で対前年度比53.7％増。同新規登録者数は9,895人で対前年度比31.1％増となった。
　・また、２１年度の就業決定率（新規登録者数に占める就業決定者数の割合）は44.4％となっている。
　・平成２１年７月に中高年人材チャレンジセンターを人材チャレンジセンター内に開設し、ハローワークによる35歳以上の求職者向け職業紹介が拡充されたことにより、県が独自に行ってきた中高年向けのカウンセリング、セミナーとあわせ、全ての年齢層を対象にワンストップの就業サービスを実施することが可能となった。

	年度
	総利用者数

①
	うち、新規利用者数②
	就業者数

③
	
	就業率

③／②(%)

	
	
	
	
	うち正社員
	割合(%)
	

	16年度
	18,651
	9,532
	2,002
	1,061
	53.0
	21.0

	17年度
	32,903
	11,110
	5,230
	3,022
	57.8
	47.1

	18年度
	27,456
	8,116
	4,573
	2,228
	48.7
	56.3

	19年度
	21,236
	6,020
	3,688
	2,553
	69.2
	61.3

	20年度
	29,256
	7,545
	3,257
	1,974
	60.6
	43.2

	21年度
	44,972
	9,895
	4,396
	2,367
	53.8
	44.4

	22年度
※4-9月
	22,778
	4,258
	2,621
	1,201
	45.8
	61.6

	累計
	197,252
	56,476
	25,767
	14,406
	55.9
	45.6


	３　これまでの取組に対する評価


　・２１年度の就業決定率は前年度より1.2ポイント上昇しており、厳しい雇用情勢の中、きめ細かい就業支援サービスの成果があらわれてきている。ただし、就業決定者のうち、正社員の割合は低下していることから、引き続き正規雇用に向けた就業支援に取り組む必要がある。
　・求職者の就業環境が厳しさを増す一方で、県内中小企業においては人材確保が依然として課題となっているなど、いわゆる需給のミスマッチは解消されておらず、カウンセリングやセミナーとあわせ、合同企業説明会等によるマッチング支援を継続する必要がある。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）
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